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要旨 中国では、土地の所有権が国家所有権（全民所有権）と集団所有権（労働者集団所

有権）の二種類しか認められず、いわゆる土地の公有制を実施している。中国の土地公有

制は、旧ソ連の土地所有制度を見習ってつくられたものであるが、土地の国家所有と集団

所有の２種所有制の並存を認める点で、ソ連を代表とする諸社会主義国家の中でも、特徴

のある制度である。しかし、参考になる見本がないまま、中国政府が独自に築いてきたこ

の制度には、農村部における土地の所有、使用及び収用制度に多くの問題が存在している。

特に土地の集団所有権の権利主体に関する問題は、もっとも中核的な問題である。土地集

団所有権の問題を解決するには、①私有化、②国有化、③国家所有、集団所有、個人所有

の並存、④現行制度の漸進的な改革などの改革案が出されている。本稿は、主に土地集団

所有制の改革について、中国法学界の論争を考察し、問題の解決方法を探るものである。

中国憲法の第１０条は、「都市部の土地は、国家所有に属する。農村及び都市郊外区域の
土地は、法律により国家所有に属すると定めるものを除いて、集団所有に属する」と定め
ている。また、「土地管理法」の第２条は、「中華人民共和国は土地の公有制を実施する。
すなわち、全民所有制と労働者集団所有制である」と定めている。つまり、中国では、土
地所有権が国家所有権（全民所有権）と集団所有権（労働者集団所有権）の二種類しか認
められず、いわゆる土地の公有制を実施している。
「中国の経済は、社会主義公有制経済が主体（メイン）となって、多種の経済形式１が
併存する経済である。土地は再生できない重要な自然資源であり、極めて重要な生産資源
である。土地の社会主義公有制は、中国の社会主義経済制度の基礎の重要な部分である。
そのため、土地の社会主義公有制を保護することは、中国の各経済形式の主体（メイン）
である社会主義公有制経済を保護し、社会主義を保護することにつながる２」と見なされ
ている。

一 中国土地所有制度の沿革

中国の土地公有制は、旧ソ連の土地所有制度を見習ってつくられたものであるが、土地
の国家所有と集団所有の２種所有制の並存を認めるのは、ソ連を代表とする社会主義国家
の中でも、特徴のある制度であるといえよう。ここでは、中国が今日の制度に至るまでの
経緯を４つの段階に分けて振返り、その歴史的背景を探って見たい。

１ 建国前の土地制度
中華ソビエト共和国は、１９３１年１１月７日の建国の際に、「中華ソビエト共和国憲法大網」
を制定した。憲法大綱は、ソビエト国家根本法に倣い、その原則をすべて採用している。
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もちろん、土地の所有制度についても、「労働者と農民の利益を保障するため、資本主義
の発展を制限し、すべての地主の土地を没収して、農民に無償分配をし、土地の国有化を
行う（６条、７条）」というように土地の国有を宣言した。
中国革命は、農村を根拠地として展開され、政権奪取の主な支持者は農民であった。農
民が革命を支持した主な理由は、中国共産党が打ち出した農村土地問題の徹底的解決とい
う方針を信用したからである。この点からみれば、革命の成功と農民の支持とは不可分の
関係にあり、また、この関係成立の裏には一種の契約関係の存在を見て取ることができる。
したがって、社会主義の中国において土地の私有を認めたのは、中国共産党と農民の間で
革命時代に締結された政治的契約によるものであり、また、集団所有に帰着したのは政治
的に妥協した結果であると理解できよう３。
しかし、こういう過激な政策によって、ソビエト共和国は労働者、農民など無産（プロ
レタリア）階級からの支持を得られたが、搾取者である豪紳、資本家の権利自由は認めら
れず、彼らの土地と財産はすべて無償没収された。当時の経済命脈を握る資産（ブルジョ
ア）階級に猛反発されて、経済的な困窮に陥った。
その後の中国共産党の延安政権は、中華ソビエト共和国時代の「極左」思想を反省し、
経済発展の重要さを認識し、興業するためには、資本階級との連合と私有財産の保護が不
可欠であると考え、「生産を発展させ、経済を繁栄させ、公私利益をともに考慮し、労使
がともに営利する」という、より柔軟な政策を打ち出した。
１９４１年５月１日に制定された「陜甘寧辺区憲法原則」は、工業生産と商業流通を発展さ
せ、私営企業を奨励し、私有財産を保護し（１１条）、抗日のために闘う地主、資本家、農
民、労働者などすべての人民の人権、政治と財産についての権利と言論、出版、結社、宗
教、居住、移転の自由を保障するとした。
このように、経済発展のため、共産党に協力する地主と資本家の、土地を含む私的財産
の所有を認めた。この政策は、建国後の土地改革と土地所有制度の構築に大きな影響を与
えている。

２ 建国後の国民経済回復期（１９４９年～１９５２年）
この段階においては、主に農地の私的所有化改革が行われた。
１９４９年に中華人民政治協商会議により制定された「中華人民政治協商会議共同綱領」（当
時の臨時憲法）は、官僚資本を没収し、次第に封建・半封建の土地所有制度を農民土地所
有制に変え、国家の公共財産と共同組合の財産、労働者、農民、民族・小ブルジョア階級
の経済利益と私有財産を保護し（３条）、土地改革により配分された農民の土地所有権を
保護する（２７条）と定めた。この「共同綱領」は、当時の臨時憲法にあたる。当時は、旧
政府と官僚資本家が所有していた土地を没収し国有化したものの、憲法レベルで土地の国
家所有と労働者、農民、民族・小ブルジョア階級による私的所有の並存を認めていた。こ
れは、①中華ソビエト共和国時代の経験を鑑み、国民経済を復興するためであり、②「民
族ブルジョアジー、都市商工業者、知識人の多くが中国共産党に協力し、新政府に参加し
たことが新政府の工商業政策および土地住宅政策に大きく作用したからでる」４。
１９５０年６月に、封建的土地所有制を廃止し、土地の農民個人所有制を確立するという目
的で行われた土地改革を推進するために、「中華人民共和国土地改革法」が頒布された。
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この法律は、新政府が成立後制定された最初の土地関連法である。
「土地改革法」に依って、国営農場や大規模な水利施設等、国に指定されて国有化とさ
れた土地を除き、農村部の土地が無償で農民に配分された。もちろん、農民の土地私的所
有も認められた。
しかし、都市の郊外の土地については、同年１１月に制定された「都市郊外土地改革条例」
により没収、収用した農地はすべて国家所有とし、土地のない、または少ない農民に配分
されたのは国家所有地の使用権のみであった。

３ 社会主義的改造期（１９５３年～１９７７年）
１９５４年に、中華人民共和国の第１部憲法―通称「五四年憲法」が制定された。この憲法
は、社会主義的改造を国家の基本任務とし、土地を含む生産手段の所有制に対する社会化
も明記された。これによって、全国的に土地所有形態の社会主義的改造が進められた。
１９５３年末から、農村部においては、農業の「共同化」運動が行われた。共産党の指導に
基づき、農民は初級農業合作社と呼ばれる共同生産組織を形成した。初級農業合作社の構
成員である農民は、自己所有の土地で入会し、集団的に作業を行い、収益が土地の所持比
率に従って配分される。だたし、土地の所有権はまだ元の所有者にあるとする。次に、１９５６
年初級農業合作社は高級農業合作社に発展した。高級農業合作社において、構成員である
農民の土地が集団所有になり、収益は土地の所持比率に従って配分されずに、労働に応じ
て配分されることになった。さらに、１９５８年高級農業合作社を人民公社とした組織改造が
全国的範囲で展開された。数ヶ月のうちに、７４万の農業合作社は２万６千の人民公社に編
成させられた。もちろん、土地の所有権は人民公社に属すとされた。これで、農村部土地
の集団的所有制度が確立された。
また、都市部においては、１９５５年に中国共産党中央委員会が公布した「現在の都市私有
家屋の基本状況及びその社会的改造に関する意見」によって、すべての土地は国有化とさ
れた。

４ 改革開放期（１９７８年～現在）
１９８２年に制定された現行憲法の第１０条は、「都市部の土地は、国家所有に属する。農村
及び都市郊外区域の土地は、法律により国家所有に属すると定めるものを除いて、集団所
有に属する」と定めている。また、１９８６年に制定された「土地管理法」の第２条は、「中
華人民共和国は土地の公有制を実施する。すなわち、全民所有制と労働者集団所有制であ
る」と定めている。
改革開放前の計画経済の下では、土地の所有権と使用権の「分離」、及び土地の譲渡が
許されず、土地が企業に無償かつ無期限に使用されていた。いわゆる所有権と使用権の「分
離」というのは、土地の使用権が所有権から離脱して単独に存在することである。つまり、
土地の使用権が認められないから、土地の使用者は自分の意思に基づいて土地を使用する
ことができない。企業や、労働者は土地を使用する際、所有者の意思を服従しなければな
らない。実際、土地は企業や労働者にとって自身の利益を実現するための財産ではなく、
ただ国家の下した任務を完成するために必要とする生産手段の一つに過ぎなかった。この
ような土地制度は、①土地の合理的な配分、②土地の効率的な使用を妨げている５。
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特に、改革開放後、市場経済の発展に伴って、上記の制度の弊害はさらに深刻化になっ
た。この問題を解決するために、１９８８年に憲法改正と土地管理法の改正が行われ、土地の
所有権と使用権の「分離」を認める土地使用権制度が設けられた。土地使用権制度によっ
て、都市部における国有地の使用権に有償譲渡が認められ、また農業に供する国家所有地
及び農村集団所有の土地に対して農業労働者の請負権が承認された。

二 現行の土地所有制度について

１９５０年の「共同綱領」（＝臨時憲法）にも、１９５４年の最初の憲法にも農村部の土地およ
びその他の生産手段となる財産の私有が広く認められていたが、１９７５年憲法で初めて土地
と生産手段の所有制に制限が加えられ、国家所有と集団所有のみに限定された。現行１９８２
年憲法は、所有制について上記の７５年憲法の限定を受け継いだが、８８年、９３年、ないし１９９９
年の改正を経てさらに多くの内容を盛り込んだ土地所有権の二重構造が形作られた６。

（一） 土地の国家所有権
土地の国家所有権とは、国家が、法律に基づき、国家の土地を占有、使用、収益及び処
分する権利をいう７。中国法学界では、国家は公法上の主体であると同時に私法上の主体
でもあると見なされている。政治実体として、国家は行政権などの公的権利を行使するこ
とができるが、私法上の主体として、国家は一般民事の当事者と同様に自己の財産を管理・
処分することができる。それゆえ、国家土地所有権は、まず国家が享有している民事的権
利であり、民法の調整を受ける。このような民事法律関係の中で、国家はその他の民事主
体と平等な法的地位を有し、国家土地所有権は他の民事主体の権利と同様に法律に保護さ
れる８。
１ 権利の主体
中国では、「土地の国有の実質は全人民所有である」とみなされている。土地の国家所
有権、すなわち全民所有権の実質は、「人民全体が自分の国家を通じて、自らの土地を占
有、使用、収益及び処分する権利である」。それゆえ、「土地の国家所有権の主体しては、
全体の人民の意志と利益を代表する国家しかありえない９」。つまり、①国家は人民の委
託により全体人民を代表して、この権利を行使すること、②中央人民政府である国務院は、
国家所有権の唯一の代表であること、③各地方政府は、国務院の授権によって国家を代表
して所有権を行使することである。
２ 土地の国家所有権の内容
国家所有権は、主に①占有権、②使用権、③収益権、④処分権から構成されている。た
だし、国有地の処分権は、憲法第１０条及び土地管理法第２条２項の国有地の売買、譲渡禁
止規定により、規制されている。すなわち、国有地は永遠に国家所有であり、国家が国有
地の所有権を譲渡することも、放棄することもできない。譲渡ができるのは、所有権の保
留を前提とする土地の占有権、使用権、収益権に限られている。
３ 国家所有土地の範囲
憲法の第１０条、「都市部の土地は、国家所有に属する」と定めている。また、土地管理
法第８条は、「都市市街区域の土地は、国家的所有に属す」と定めている。しかし、都市
部土地範囲の区画は、都市の行政区分を基準とするか、それとも都市開発の完成度を基準
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とするかといった問題について、現行の法律は明確に規定していない。これに対して、通
説は、「わが国において、多数の都市の行政区内に農村区域及び都市郊外地が多く含まれ
ていることを鑑み、憲法第１０条の立法本意、及び土地管理法第８条の「都市市街」という
限定的な言い方に従い、解釈上、都市開発完成区域を基準とするべきであるとする１０。
また、都市以外の土地でも、①国家所有の企業、エネルギー、交通、水利施設等が占用
する土地、②国家所有の文化、衛生、教育等の公共施設が占有する土地、③軍事用地、④
未開発地、⑤そのほか集団所有土地と認定されていない土地が国有地である。
４ 問題点
現行憲法にある土地の国家所有＝全人民所有という概念には以下の二つの問題があ
る１１。
① 土地所有の二元的構造からここに言う「全人民」には農民が含まれていていないと
解すべきであるため、「全人民」は正確な概念とはいえない。
② 「全人民」の所有権の行使については、現行法では国務院となり、現実には国土資
源部が関係業務を統轄しているが、土地使用権設定により得た収入の分配は、時代と
共に地方独占から地方と中央とで７対３の分配へという経緯を辿ってきた。財産の使
用収益による利益は所有権者に帰属し、それ故に所有権者は自己の所有物を相応の注
意を以って管理するインセンティブを有する。ところが「全人民」という極めて抽象
的かつ曖昧な所有権者概念のもとでは、実際の財産の管理者に、そのようなインセン
ティブが働くのか疑問である。土地資源の効率的な活用のために、今後は、この全人
民所有を中央政府所有と各地方政府所有など具体的に明確化する必要があるように思
われる。

（二） 土地の集団所有権
土地の集団所有権とは、労働群衆集団が、法律の範囲内で、自分の土地を占有、使用、
収益、処分する権利をいう。土地の集団所有権に従って、土地はいかなる集団組織の中の
個人的所有にも属さず、集団組織の構成員の共有にも属さず、集団の組織全体の所有に属
している。労働群衆集団の所有地は分割してはならず、集団組織の人員の変動があっても
所有権に何の移転をも引き起こさない１２。
１ 権利の主体
集団所有権は、全国範囲に統一の主体がなく、憲法１０条が「集団所有」と規定したにと
どまった。民法通則第７４条第２項は、集団所有の土地法律に依って村農民の集団所有に属
するとし、村の農業生産合作社等の農業集団経済組織あるいは村民委員会が管理・経営す
る。すでに、郷（鎮）１３の農民集団経済組織の所有に属するものは、郷（鎮）農民の農民
集団に属する。ここで、民法に所定されている土地集団所有権の主体は、「村農民集団」
および「郷（鎮）農民集団」の二種類である。しかし、土地管理法第１０条及び農業法第１１
条は、村農民集団所有の土地が、すでに村内の二つ以上の農業集団経済組織のそれぞれの
所有となっている場合は、当該農業集団組織の農民集団所有とすることができると定めて
いる。この条項に依れば、「農業集団経済組織」も土地集団所有権の主体になりうる。つ
まり、集団所有権の主体は、「村農民集団」と「郷（鎮）農民集団」、及び「農業集団経済
組織」の３種類がある。しかし、各法律は、農民集団が如何に組織・構成されるのかとい
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う問題について、明確に定めていない。
２ 権利の内容
集団所有地の所有権者は、土地に対する占有、使用、収益、処分の権利を有する。しか
し、労働者集団の土地所有権は、完全な所有権ではなく、その使用権と処分権が次のよう
に制限されている１４。
� 集団所有地の使用は、国家の農業政策、耕地保護政策に従わなければならない。集
団所有の農地は、農業生産にしか使用することができないものである。実際、土地管
理法の土地用途管理制度は主に農地保護を目的とするために設けられたものである。
� 土地の集団所有権の占有、使用及び収益権は、土地の使用権の形で有償あるいは無
償にて個人あるいは企業に授与することができる。ただし、その集団の構成員またそ
の集団が興した企業に限る。
� 集団所有の土地は譲渡することができるが、収用によって国家に譲渡することしか
できない。
� 集団は土地の所有権を放棄することできるが、この場合は、土地の所有権が自動的
に国家所有となる。

３ 集団所有権の問題点
� 法的人格の不明確
集団所有権の主体である集団組織は、法人であるか、非法人団体であるか、いわば集団
組織の法的人格については、現行法律上及び法政策上において何にも規定されいない。こ
のほか、構成員である農民と集団所有権の間における法律関係についても何ら規定が置か
れていない。このため、次のような事件が実際に起こった。ある地方の農民が、勝手に土
地を売却してしまったという理由で村長を告訴したが、その原因は、村長が農民の基本生
活の需要を考えずにこっそり土地を売却したことであった。農民は土地を保全するため、
その土地を取り戻すことを要求し、人民法院に提訴した。その結果、法院は農民が土地に
対して直接の権利を持たないという理由で農民の訴えを却下した。
� 権利主体の解体
集団所有の本来の意味は、集団全員の共同所有である。しかし、現在多くの地域では、
農民の集団経済組織もすでに解散し、あるいは名は残っていても実は亡びており、農民は
集団所有権行使の組織形式や手続きを欠き、‥‥‥いわゆる地方では郷・村幹部の小集団
所有となり、甚だしきは、郷・村幹部の個人所有となっているものもある。‥‥‥ある地
方は郷・村幹部は一代地主ボス、土豪劣紳（土地の独占者）に変身したといわれている。
このような実態をふまえて、土地集団所有権は「虚有の権利（見せかけの権利）」にすぎ
ないとか、その主体は「空席（虚位）」だとする説もあり、現実に即した検討が課題となっ
ている１５。
� 土地集団所有権の内容不完全と耕地の流失
前に述べたように、土地集団所有権―特に処分権は厳しく規制されており、集団所有の
土地は収用による国家所有以外は許されていない。このような一方通行的な移転方法の実
施によって、集団所有地の範囲が減ることに伴い、耕地の大量流失が社会的な問題になっ
ている１６。
� 改革への提案
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現行の集団所有制度に対して次の通りの改革方法が提案されている。
① 集団所有地を完全に私有化
農村土地集団所有権制度を取り消し、農村に現有する土地の所有権を農家に配分する。
土地は私有不動産として、抵当・継承・贈与・譲渡することを認め、その価額は市場メカ
ニズム及び売買双方の商談によって決められる。この改革案の出発点は、農民に土地所有
権という最も強固な権利を与えることであるので、理論上は正しいものと思う。しかし、
まず、土地公有制は中国の政治制度の合法性を維持する基準のひとつであり、旧ソ連と同
じく現存の政治制度を完全に廃止しない限り、中国社会は土地の私有化制度を受け入れる
ことができないであろう。次に、農民自身に集団所有に対する信仰がまだ根強く残ってい
る。実際、ある８ヶ県（日本の市に当たる）の８００世帯の農民に対するアンケート調査に
よれば、自分が土地の所有者であると思う人は２．５％にすぎず、土地の所有者になること
を希望する人は１３．６％に過ぎなかった。それゆえ、共産党が政権を執っているかぎり、ま
たは中国の農民が集団所有制に対する信仰を棄てないかぎり、中国では土地の私有化を実
施することがはきないであろう１７。このほかに、土地の私有化に当たって、土地の再配分
をしなければならないので、社会に大きな震動を与えることになり、リスクが大きすぎる
とか１８、将来、土地の合併に伴って土地の寡占は避けられないし、また耕地流失も加速す
るのではないかというような批判が多数ある１９。
② 国家所有、集団所有、個人所有の並存を認める
農村部の土地に対し、国家所有、集団所有、個人所有の並存を認める改革案の本意は、
国有化や私有化など異なる主張を調和することにある。しかし、この改革案には、農村部
の土地を如何に国家、集団、個人といったそれぞれの権利主体に配分するか、また異なる
権利主体の間の権利衝突を如何に解決するかという二つの難題に直面せざるをえない。「国
家、集団、個人の三者の間における土地権利をめぐる争いの中では、個人は弱者であるた
め、結局のところ、農民は利益紛争の犠牲者になる可能性が高いのではないか２０」という
ように、この提案はほとんどの学者に否定されている。
③ 現在の集団所有制度を維持し、漸進的な改革を行う：
これは、既存の土地集団所有権制度について、以下の点を中心に改革を推進するという
提案である。
第１に、農民集団組織（集団土地所有権主体）の構成を改革する。多くの学者は、現行
法律に用いられる「農民集団」と「集団経済組織」という用語は、異なるものを指すと指
摘している。前者は、集団の土地の所有権を有する唯一の組織であり、後者は、不特定の
経済実体である。経済組織の財産に限っては所有権を有する。この二つ概念を混同したこ
とが、集団土地所有権の問題のキーポイントである。この問題を解決するには、まず、「民
法通則」を改正する、あるいは民法典を制定する際、「農民集団組織」は集団土地所有権
の主体であり、法人格を有すると規定する。次に、現在の「郷（鎮）農民集団」、「村農民
集団」及び「農業集団経済組織」の三種類の集団所有主体を農民集団所有あるいは村民委
員会範囲内の全体農民の共同共有に改める２１。
第２に、土地集団所有権の概念を再定義する。現在、中国の法学界は集団土地所有権の
性質に関しては、(a)集団土地所有権は「集団経済組織」に属する所有権である、(b)わが
国の集団所有権は新型の「総有」であって、集団構成員は集団財産（土地）に対して占有、

中国の土地所有制度（符）

105



使用及び収益権を有し、しかも法律にしたがって平等・自由の原則に基づいて所有権を行
使するものである、� 集団所有権は「個人化」と「法人化」の契合であり、集団財産（土
地）は集団組織の法人的所有にし、そして集団の構成員には集団財産に対して株主権ある
いは社員権を与える、とする三つの見解に分けられている２２。� 説が通説となっている
が、近年、� 説が有力説として注目されている。いわゆる新型総有というのは、従来の
ゲルマン法上の総有にある（�）多数の人と彼らが形成した団体が一つの所有権を共有す
る、（�）所有権の行使は団体の制約を受ける、（�）団体利益を優先する、（�）構成員
は総有財産を分割・相続・譲渡することができない、などの特徴を継承し、さらに、（�）
構成員はその団体の依頼にしたがって総有財産に対して、占有・使用・収益・処分の権利
を行使する、（�）構成員は団体の財産に対して請負経営権などの総有財産を使用し得る
権利を享受する資格、並びに公共福祉を享受する権利を有する２３といった新しい内容を加
えたものである。
④ 集団所有の土地を完全に国有化する
上記の土地集団所有権に対する漸進的な改革は、「虚有の権利（見せかけの権利）」にす
ぎないとか、その主体は「空席（虚位）」であるなどの問題を完全に克服することができ
ないと指摘されている。また、中国農村部ではすでに土地家庭請負経営権という土地の使
用権制度を実施している現状をかんがみ、集団の土地を国有化し、同時に農民（及び一部
の地域の農民集団）に永佃権（永小作権）を賦与するという改革案は、中国の実情にもっ
ともふさわしいものであろう。
国有化によって、国家が農民に土地使用権を与え、そして税金及び使用料を徴収すると
いうようにし、両者が直接の賃借関係になるので、まず、農村幹部が土地を利用して、不
正行為をする現象の克服ができる。次に、永佃権（永小作権）制度は、現在すでに実施し
ている土地「請負経営権」制度と矛盾していないので、社会に対する影響も少ない。

終わりに

中国の都市部における土地国家所有制および国有土地使用権制度は、香港などの先進国
家や地域の制度を参考にして設けられたものであるから、おおむね合理的な制度であると
いえよう。しかし、農村部の土地の集団所有制度は中国の独特な制度であるので、参考に
なる見本がないまま、中国政府が独自に築いてきたものである。農村部における土地所有、
使用及び収用制度には多くの問題が存在しており、特に土地の集団所有権の権利主体に関
する問題は、もっとも中核的な問題である。
この問題を解決するために、前述の改革案が出されているが、①と②の改革案は土地の
私有化を認めるものである。土地の私有化は、まず、憲法第１０条の土地公有制に違反して
いるので、憲法を改正しない限り、許されないことであろう。また、土地の公有制は社会
主義公有制のもっとも重要な基本制度であるので、土地私有化の承認は社会主義公有制の
性質を変えることになるのであろう。したがって、この二つの改革案は既存の社会主義政
治・経済制度と相容れず、中国の現状に相応しくないものであると思う。
③の既存制度に対する漸進的改革と④の国有化する改革案は、中国の社会主義公有制を
維持するものである。中国法学界では、国有化する改革案は、単に理論上の立場からいえ
ば、集団所有の諸問題を完全に克服することができ、中国の社会主義公有制の進展にも大
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きく貢献することができるので、この改革案は最も理想的ではないかと認められれいる。
しかし、現実では、全国的な土地国有化は、社会に震動を与えることが避けられず、リス
クが高いとか、当事者である農民は国有化よって土地を失うことになるので、彼らはそれ
を受けいられるかどうかといった問題が残されている。
③の漸進的改革案は、農村部の土地所有権問題を根本的に解決すとことができないとい
う欠点があるものの、もっとも穏やかで社会的安定性のある改革案として広く支持され、
現在、通説となっている。中国の農村土地所有制改革において、一体なぜ理論上にもっと
理想的な国有化改革案を選ばないなのかについて、王衛国教授は、「我々は、まず考える
べきものは、単なる学者としての学術研究にたいする追求や完璧化ではなく、国家の運命
や人民の福祉」であり、「現時点での農村土地改革は、農民の既存利益を承認し、農村部
の社会安定を保持するうえで、しだいに推進し、数段階で実現していくべきである」２４と
いうように指摘している。
改革開放政策を実施している中国では、今、いろいろな改革が行われており、各種利益
の調整は非常に複雑なことである。ここで、最優先に考慮すべくことは、社会の安定性で
あると考えられている。確かに、社会の安定性を配慮することは今後中国の立法または法
改正にとって、大きな課題となっている。しかし、これは決して改革を拒む口実になって
はならないと思い、国家のためでも、国民のためでも、将来、根本的な改革を行うことが
望ましい。中国の土地所有制度改革は、第一歩を踏み出したに過ぎないず、これからの道
のりは長くて険しいと思う。

（ふ・えいみん 本研究科博士後期課程）

１ 多種の経済形式というのは、国家所有性経済、集団所有性経済、労働者個人経営経済及び私有経済のこ
とである。
２ 王家福・『中国の土地法』（成文堂・１９９６年）第２８ページ
３ 渠涛・「中国における土地の所有と利用をめぐる法の変容」中国法学 HP
（http : //www.iolaw.org.cn/showarticle.asp?id=209）
４ 小田美佐子・『中国土地使用権と所有権』（法律文化社・２００２年）第３６ページ
５ 王衛国・『中国土地権利研究』（中国法政大学出版社・２００３年）第５９ページ
６ 渠涛・前掲論文
７ 王家福・前掲書・第３０ページ
８ 王小莉主編・『土地法』（法律出版社・２００３年）第５０ページ
９ 王家福・前掲書・第３０ページ
１０王衛国・前掲書・第７６ページ
１１渠涛・前掲論文
１２王家福・前掲書・第３２ージ
１３郷（鎮）とは、中国農村部の最下位の人民政府行政機関である。日本の「市町村」の「村」にあたる。
１４王衛国・前掲書・第１１４ページ
１５小田美佐子・前掲書・第５３ページ
１６常健・「試論我国農村集団土地所有権制度的完善」・不動産縦横・２００１年第１期を参照
１７魏衍亮・「中国農地産権制度の変革」・を参照
１８周天勇・「農村土地制度改革的模式比較和方案選択」・中国宏観経済信息網 HP（http : //www.macro-
china.com.cn/zhtg/20040226061519.shtml）
１９王衛国・前掲書・第１０６ページ
２０王衛国・前掲書・第１０８ページ
２１肖方揚・「集団土地所有権的欠陥及完善対策」・中外法学・１９９９年第４期
２２温世揚・「集団所有土地諸物権形態剖析」・法制与社会発展・１９９９年第２期
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２３温世揚・上掲論文
２４王衛国・前掲書・第１１０ページ

社会文化科学研究 第 12号

108




